
 

 

 

貸借対照表
平成２８年３月３１日現在

百万円 百万円

174,848 155,922

15,092 1,179

6,451 57,849

69,813 60,000

3,470 108

3,733 17,462

4,830 4,608

3,084 4,421

3,334 40

27,420 7,960

30,160 2

1,448 982

454 1,305

4,551

1,508

△ 506

30,395

182

74,941 15

19,758 30,015

9,312 122

382 59

463

15

4,370 186,318

3,681

216

1,315

4,417

10

3 63,457

4 20,700

4,014 3,036

1 3,036

48 39,721

335 8,535

50,765 31,185

331           繰 越 利 益 剰 余 金 31,185

36,560

18

117 14

2,039 16

769 △ 1

60

303

9,925 63,471

799

△ 160

249,789 249,789

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 流 動 資 産

買 掛 金

資 産 除 去 債 務

退 職 給 付 引 当 金

土 地

受 取 手 形

売 掛 金

未 収 入 金

未 収 消 費 税 等

製 品

半 成 品

仕 掛 品

材 料

短 期 貸 付 金

未 払 事 業 所 税

受 注 損 失 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

前 受 金

そ の 他 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金

負　　　債　　　の　　　部資　　　産　　　の　　　部

流 動 資 産 流 動 負 債

支 払 手 形

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

固 定 資 産

出 資 金

そ の 他 の 投 資

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

貸 倒 引 当 金

固 定 負 債

リ ー ス 債 務

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

長 期 供 託 保 証 金

破 産 及 び 更 生 債 権

長 期 前 払 費 用

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

資 産 の 部 合 計 負債 ・純 資産 の部 合計

貸 倒 引 当 金

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

利 益 剰 余 金

工 具 器 具 及 び 備 品

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

リ ー ス 資 産

リ ー ス 資 産

繰 延 税 金 資 産 純 資 産 の 部 合 計

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

特 許 権

借 地 権

利 益 準 備 金

評 価 ･ 換 算 差 額 等

有 形 固 定 資 産

建 物

長 期 貸 付 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他 無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

負 債 の 部 合 計

株 主 資 本

その他有価証 券評 価差 額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

純　　資　　産　　の　　部



 

注記

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１） 資産の評価基準及び評価方法

① 　有価証券の評価基準及び評価方法
　子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法
　その他の有価証券

時価のあるもの：決算期末時の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、主として移動平均法により算定している。）

時価のないもの：移動平均法による原価法
② 　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　製　　　品　　　：移動平均法による原価法
　半成品及び仕掛品：個別法による原価法
　材　　　料　　　：移動平均法による原価法
 　 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

（２） 固定資産の減価償却の方法
① 　有形固定資産（リース資産を除く）：定額法
② 　無形固定資産（リース資産を除く）：定額法

市場販売目的のソフトウェア：販売可能な見込有効期間（３年）に基づく償却を行なっている。
自社利用目的のソフトウェア：見積利用可能期間（５年）に基づく償却を行なっている。

③ 　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

（３） 引当金の計上基準
① 　貸倒引当金

貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上している。

② 　役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上している。

③ 　受注損失引当金
受注案件に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注案件のうち、損失が発生する可能性が高いと見込まれるものについては
その損失見込額を計上している。

④ 　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっている。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)により、定額法で発生年度より費用処理している。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務年数以内の一定年数（基金は１０年、旧適格年金は１２年）により、定額法で
それぞれ発生の翌期より費用処理している。

⑤ 　役員退職慰労引当金
役員（執行役員を含む）の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

（４） その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 　ヘッジ会計

為替予約取引については、繰延ヘッジ処理によっている。
ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債権等は、振当処理を採用している。

② 　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

２．有形固定資産の減価償却累計額 　百万円

３．圧縮記帳
下記の有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は以下の通り。

建物 　百万円
工具器具及び備品 　百万円
計 　百万円

４．保証債務
下記２社の事務所賃借料について、債務保証を行っている。

VITAL IMAGES，INC． 274 　百万円
TOSHIBA MEDICAL VISUALIZATION SYSTEMS EUROPE LIMITED. 263 　百万円

従業員及び子会社の従業員の銀行からの住宅融資残高について、債務保証を行っている。
なお、この債務保証には保険を付保している。

住宅融資残高 　百万円

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 　百万円
短期金銭債務 　百万円

６．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
繰延税金資産

未払賞与 　百万円
未払賞与分法定福利費 　百万円
サービスパーツ評価減 　百万円
退職給付引当金 　百万円
その他 　百万円

繰延税金資産小計 　百万円
評価性引当額 　百万円

繰延税金資産合計 　百万円

繰延税金負債
連結納税による土地時価評価減 　百万円
その他 　百万円

繰延税金負債合計 　百万円
繰延税金資産の純額 　百万円

法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平成28年 法律第13号）が平成28年3月
 29日に国会で成立し、平成28年4月1日以降に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなった。
 これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実行税率は従来の32.1％から平成28年4月1日に開始する事業年度及び平成29
 年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.7％に、平成30年4月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時
 差異については30.5％となっている。
 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は869百万円減少し法人税等調整額 が869百万増加している。

205

248
42

14,476

911

38,415

143

56,043
5,590

192
290
483

1,414
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７．金融商品の状況に関する事項
当社は資金運用については、銀行等金融機関からの借入により資金を調達している。借入金の使途は運転資金（短期）である。

受取手形及び売掛金に関する顧客の信用リスクは与信管理規程に沿ってリスク低減を図っている。

投資有価証券については主として株式であり、上場会社については四半期ごとに時価の把握を行っている。

また、デリバティブ取引については為替リスクのヘッジを目的とした為替予約取引であり、投機的な取引は行っていない。

　

８．金融商品の時価等に関する事項
平成２８年３月３１日（当事業年度決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の通りである。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていない。（（注２）を参照）

（単位：百万円）

① 現金及び預金

② 受取手形

③ 売掛金

④ 未収入金

⑤ 短期貸付金

⑥ デリバティブ取引

⑦ 投資有価証券

⑧ 支払手形

⑨ 買掛金

⑩ 短期借入金

⑪ 未払金

（※）負債計上については（　　）で表示

（注１）金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項

①現金及び預金、②受取手形、③売掛金、④未収入金、⑤短期貸付金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額による。
⑥デリバティブ取引

    時価の算定方法は、取引先の金融機関から提示された価格等としている。また、為替予約取引の振当処理によるものは、

　　ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と一体として処理されているため、その時価は、当該金融資産の時価に含めて記載している。

⑦投資有価証券

　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。評価差額は貸借対照表計上額に算入していることから当該

　　帳簿価額による。

⑧支払手形、⑨買掛金、⑩短期借入金、⑪未払金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額による。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

上記については、市場価値がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどが出来ず、時価を把握することが極めて困難と

認められるため、時価開示の対象とはしていない。

6,451

貸借対照表計上額

6,451

15,09215,092

時　　　　価 差　　　　額

－

－

－

－

－

－

(2) －

(17,462)

(60,000)

－

－

－

69,813

1

(1,179)

(57,849)

3,470

30,160 －

(57,849)

(17,462)

(60,000)

3,470

(2)

30,160

非上場株式 36,560

投資有価証券

非上場株式 330

関係会社株式

69,813

1

(1,179)

区分 貸借対照表計上額



 

 

 

 

 

 

 

 

９．関連当事者との取引

（１） 親会社及び法人主要株主等 　 　（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．賃借料、業務委託費等の取引価格は、個別に交渉し決定している。

２．賃借料、業務委託費等の取引金額、期末残高には消費税等が含まれている。

３．借入及び預け入れ取引金額については期中平均取引金額を記載している。

４．当社の親会社は、平成28年3月17日付で、（株）東芝よりＭＳホールディング（株）へ変更された。このため、取引金額は、（株）東芝が、

　　当社の親会社であった期間の金額を、期末残高は、親会社ではなくなった時点における金額をそれぞれ記載している。

５．為替予約については、為替予約締結日における市場レートに基づいた予約レートを適用している。なお、取引金額には、期中の

　　決済額の累計を記載している。

（２） 子会社及び関連会社等 　 　（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．一般的な市場価格等を勘案し、取引価格を決定している。

２．取引金額には消費税等は含まれていない。

（３） 兄弟会社等 　 　（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．独立第三者の算定した評価額に基づき決定している。

２．取引金額には消費税等は含まれていない。

３．平成28年3月17日付で、東芝アメリカ社は兄弟会社ではなくなった。このため、取引金額は関連当事者であった期間の取引金額を、

　　また、期末残高は関連当事者に該当しなくなった時点での残高を記載している。

１０．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 3,022,468,190円19銭
１株当たり当期純利益 779,938,473円76銭

（注）当社は、平成28年3月16日付で、普通株式から転換されたＣ種種類株式の自己株式としての取得と引換えに、Ａ種種類株式20株、Ｂ種種類
　　　株式1株を発行しているが、Ａ種種類株式及びＢ種種類株式の発行については、当事業年度の期首に行われたものと仮定して、1株当たりの
　　　当期純利益金額を算定している。

属 性 会 社 等 の 名 称 関 連当 事者 との関係 取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

所有 18,319 売掛金 9,622

　直接100% 6,291 短期貸付金 6,385

所有 23,048 売掛金 3,726

　直接100% 8,547 短期貸付金 8,563

所有

　直接100%

所有

　直接100%

所有

　直接35%

短期貸付金 5,500

関連会社 東芝医用ファイナンス株式会社
医療機器のリース、割
賦販売

当社製品の販売、保
守サービスの提供

15,591 前受金 5,225

子会社
電子管及びその応用製
品の製造・開発
資金の貸付

議決 権等 の所有
（ 被 所 有 ） 割 合

東芝メディカルシステムズ・
ヨーロッパ社

当社製品の販売

資金の貸付
子会社

子会社 東芝ｱﾒﾘｶﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑｽﾞ社
当社製品の販売

資金の貸付

子会社 バイタル・イメージズ社
医療画像ソリューション
の設計・開発
資金の貸付

東芝電子管デバイス株式会社

医療機器・パーツの
販売
資金の貸付

医療機器・パーツの
販売
資金の貸付

短期貸付金 7,324資金の貸付 7,310

資金の貸付 5,500

属 性 会 社 等 の 名 称 関 連当 事者 との関係 取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

被所有

　直接100%

－ －7,301

－

18,309

短期借入金 72,418

為替予約　買建 12,155 － －

624

22,694 － －

議決 権等 の所有
（ 被 所 有 ） 割 合

親会社 （株）　　東　　　　　芝
当社の親会社であり、
土地賃借、業務委託、
資金運用、資金調達等

賃借料、業務委託
費等

短期借入

株式配当

為替予約　売建

未払金 1,981

預け入れ 355 ｸﾞﾙｰﾌﾟ預け金

属 性 会 社 等 の 名 称 関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高
議決権等の所有
（ 被 所 有 ） 割 合

親会社の
子会社

東芝アメリカ社 株式取得なし 関係会社株式 22,460株式取得 22,460



 

 

損益計算書 自　平成２７年４月　１日

至　平成２８年３月３１日

百万円

291,310

204,426

86,883

78,660

8,223

15,083

12

3,363

10,789

918

1,695

80

587

1,027

21,610

705

705

22,316

法人税、住民税及び事業税 4,842

1,094

16,378

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 　百万円

仕入高 　百万円

その他の営業取引高 　百万円

営業取引以外の取引による取引高 　百万円

法  人  税  等  調  整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

3,132

77,051

15,139

56,807

当 期 純 利 益

特 別 利 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

売 上 高

為 替 差 損

営 業 利 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

営 業 外 収 益

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

投 資 有 価 証 券 売 却 益

経 常 利 益


